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１ 全体的な状況  

 
  公立大学法人三重県立看護大学（以下「法人」という）は、平成 21 年４月
に「質の高い人材を養成すること及び教育・研究の成果を社会に還元することに
より、看護の発展と保健・医療・福祉の向上に寄与する(要約)」という県が策定
した中期目標の実現を目指して、地方独立行政法人法にもとづき法人化された。
設置団体である県の一機関に過ぎなかったときとは違い、法人化後は自主性・自
律性を十分発揮した法人運営を行い、独自性の高い意欲的な取組を進めている。
また、県立の大学として重要な使命のひとつである「地域貢献」を目的とした事
業に積極的に取り組み、県立大学としての役割を着実に果たしている。 
 
 これらの法人運営・取組に対して、評価委員会では各年度において業務実績評
価を実施しているが、その評価結果を受けた法人は、いち早く対応しさまざまな
改革を行っている。 
 
この中間総括は、第一期中期目標期間（平成 21～26年度）の中間点において、
過去４年間に行った各年度の業務実績評価等を踏まえ、中期計画の進捗状況を調
査・分析することにより、第一期中期目標期間から第二期中期目標期間へ効果的
に接続すること等を目的として実施した。 
 
 ４年間の年度評価を振り返ってみると、進捗が遅れている項目が少ないながら
もいくつかある。たとえば、修士学位取得者数については、４年連続で目標を下
回っている。これは、そもそも研究科の入学者数を確保できていないことが原因
であるが、多くの入学者が医療機関従事者であることを考慮すると、積極的な働
きかけを行い、県立病院をはじめとした医療機関側の理解を得る必要があると思
われる。 
 
しかし、一方で数多くの成果が見受けられる。たとえば、「教育・研究」に関
する評価項目においては、就職支援体制の充実による県内就職率の向上、科学研
究費補助金の教員申請率 100％の達成、附属看護博物館の開館及び企画広報課の
新設やワーキンググループの設置など組織的な学生募集活動の取組による志願
者数の増加などが挙げられる。 
 
「地域貢献等」に関する評価項目においては、三重県において不足していた感
染管理認定看護師の教育課程開設をはじめとして、「三重の看護史」の編さんや
多くの地域住民の参加を得ている公開講座や交流事業の開催など、地域に貢献す
る県立大学としての自覚に基づく成果が見受けられる。また、「業務運営の改善
及び効率化」等の法人運営や管理に関する評価項目については、中期計画初年度
を除きすべてＡ評価を得ている。 
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このように、一部進捗が遅れている項目があるものの、これら高い自主性・自
律性にもとづく運営、独自性の高い取組から、法人の中期計画達成に向けた業務
の進捗状況はおおむね順調であると考えられる。 
 
 しかし、今後、18歳人口は減少の一途をたどる一方、県内外において、公立、
私立を問わず看護系大学の新設が相次ぐなど、大学間競争が一層激しさを増すこ
とは明らかである。更に県を取り巻く経済・社会情勢は厳しさを増しており、設
置団体としての県が法人としての大学に交付する運営費交付金に影響すること
も考えられる。また、県内各地域に目を向けると、他地域と比べ人口減少や高齢
化が急速に進む地域があるなど、地域によって異なる保健医療ニーズが存在する
ことも見逃せない。このような状況においては、今まで以上に自主性・自律性に
もとづいた運営や地域特性に応じた地域貢献事業等、真に独自性の高い取組が求
められる。 
 
 自主・自律した法人運営を支えるために必要となることはいくつか考えられる
が、とくに重要となるのが専門的な知識と高い見識をもつ人材の育成である。し
かしながら、数年で異動となる県派遣職員において、専門的な知識を蓄積するこ
とは非常に大きな困難を伴う。県派遣職員からプロパー職員への切り替えを計画
的に行い、専門職を育てることを真摯に検討する必要があることは、第一期中期
計画の達成のみならず、長期的な法人運営の観点からも重要であることを指摘し
ておきたい。また、専任教員の確保について、困難な状況は理解できるが、大学
の中心的機能である教育と研究に直接携わる人材であることを考えれば、更なる
努力と工夫に期待したい。 
 
 また、次期中期目標・中期計画や業務改善実績の示し方は、県民からより良く
理解してもらうためにも、わかりやすい言葉を使い、整然と説明できるものとす
る必要がある。そのためには、県において次期中期目標の項目及び内容の再点
検・整理をすべきことは当然であるが、法人においても同様の観点から次期中期
計画策定にあたる必要がある。さらに、業務改善実績の表示については、意図を
端的・明確に示した文章の作成や可視的な資料を用いた説明を行うことが望まれ
る。そして、これらの取組は、結果的に法人自身の効率よく効果的な業務の遂行
につながるものと考える。 
 
 第一期中期目標期間もあと１年余りを残すところとなったが、社会経済状況の
変化を見据え、上記に示した点を考慮のうえ次期中期目標・中期計画の策定を見
通しながら、計画達成に向けて取組を進めていただきたい。 
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２ 項目ごとの状況  

 
Ⅰ 大学の教育研究等の向上に関する項目 
 
第１ 教育に関する項目 
 
（１） 注目される主な取組とその成果 
 ＜質の高い看護職者の育成＞ 

  ・看護専門職者と総合的看護実践能力を育成するための新カリキュラムを作

成し、平成24年４月より運用を開始した。また、新カリキュラムの有効性に
ついても、継続的に点検・検証を実施している。 

  ・授業改革のための組織的取組として、ＦＤ1活動を総合的多面的に推進し、

教育の質を向上させる取組を展開している。「学生による授業評価」に加え

て、全国に先駆けて実施している「教員相互による授業評価」などの授業点

検評価により、授業形態、学習指導法等を改善し、質の高い看護職者の育成

に貢献している。 
  ・平成23年度に「認定看護師教育課程『感染管理』」を開設し、また、成人
看護学領域の専門看護師2コース開設に向けて取り組むなど、総合的能力を有

する看護専門職者を育成している。 
 
＜ボランティア（地域に貢献する）能力の育成＞ 

  ・授業以外の学習機会の提供として、ボランティア活動による課外学習の機

会を設け、参加学生数の増加など成果を上げている。中でも、東日本大震災

や台風被災地におけるボランティア活動は特に注目される。 

・学生ボランティア支援を充実させ、かつ迅速に意思決定できるよう、平成

24年度に学長直轄の学生ボランティア支援委員会の運営を開始した。また、
「ボランティア活動取扱規程」を制定するなど、活動支援体制を整えている。 

 
＜国際化に対応した教育の充実＞ 

  ・国際化に対応する人材の育成に向け、「国際看護実習Ⅰ・Ⅱ」を実施し、

ＵＣＬＡ3教員招聘事業やタイ国マヒドン大学及びＵＣＬＡでの実習を行う
                                                  
1  FD（Faculty Development）：「大学教員の教育能力を高めるための実践的取組」のことであり、大 
学の授業改革のための組織的な取組を指す。 

2 専門看護師（CNS：Certified Nurse Specialist）：高い専門性と優れた看護実践能力をもっている者と
して、日本看護協会より認められた看護職者のことをいう。看護系大学院修士課程を修了し、日本看護系
大学協議会の定める専門看護師教育課程基準の所定の単位を取得している必要がある。 

3  UCLA：University of California, Los Angeles カリフォルニア大学ロサンゼルス校 
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など、国際的な視野や思考、外国語の運用能力などを身につけるための教育

を充実させている。 

【改善等を期待する点：今後、履修者数の更なる増加について検討していた 

だきたい。】 

 
＜教員の確保と適正な配置＞ 

  ・看護系教員の絶対数の不足という全国的状況の中で、特任教員を積極的に

採用するなど、継続的に教員数の確保に努めている。その結果、平成24年度
においては13名と例年よりも多くの教員採用に至った。 
【改善等を期待する点：今後も引き続き、特任以外の教員を積極的に確保する 

努力が求められる。】 

 
＜三重県立看護大学附属看護博物館の設置＞ 

  ・平成24年度に、開学15周年を記念し、三重県の看護の歴史に関する文献等
を展示する国公立大学では初となる「附属看護博物館」を設置し、学習環境

の向上に努めている。 

【改善等を期待する点：来館者を増やしていくためにも、より多くの資料を展示で

きるよう創意工夫することが期待される。】 

 
＜情報システム関係の充実＞ 

  ・メディアコミュニケーションセンターは、図書館の業務を外部委託するこ

とにより、電子ジャーナルやオンラインデータベースの利用を可能にするな

ど、大学の学術情報の発信並びに学習場所としての機能を充実させている。 

  ・ホームページやモバイル版ホームページの一元管理体制を確立し、受験生

向け情報発信の充実を図っている。 
 
＜就職支援体制の充実＞ 

・各種相談にきめ細やかに対応するために職種別の就職担当を設置したり、

就職相談会等を実施するなど、就職支援体制を強化している。その結果、平

成24年度の県内就職率は60.7％と目標を上回り、過去最高となった。 
【改善等を期待する点：一方で、学生アンケートにおいて進学・就職に関する 

情報が少ないという意見も一部に見受けられるため、現状を分析した上で、 

改善に繋がるような対策を講じる必要がある。】 

  ・卒業生のＵターン就職などを支援するため、卒業生に対し、様々な情報提

供を行なっている。 
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60.7%となった。これは、平成22年度が48.0％と目標を下回ったことから、県
内医療機関を大学に招いて実施した就職説明会や、県内医療機関等の奨学制

度の学生への周知などの支援を通じて、県内就職率の向上につながる様々な

取り組みが行われた結果である。 
 
【進捗が遅れている項目と達成に向けた課題】 
＜修士学位取得者数＞ 

研究科での学位取得者数は４年連続で目標の８名を下回っている。これは

研究科の入学者を確保すること自体が困難であるところに根本的な問題が

あるため、この側面での更なる工夫と努力が必要である。 
 
＜学生アンケートにおける学生満足度（大学の支援に対して満足している率）＞ 

学生アンケート調査による結果であるが、「大学の支援に満足している率」

は、４年連続目標の85.0%を達成することができなかった。チューター4制度、
オフィスアワー5 制度、健康相談制度、事務局対応、経済支援、進路・国家

試験の6項目の支援制度全体に対する満足度で計っているが、学生の一部か
らは、進学・就職に関する情報が少ないという意見も見受けられるので、改

善につながるような対策を講じる必要がある。 
 
 
 第２ 研究に関する項目 
 
（１）注目される主な取組とその成果 
  ＜学問の発展に寄与する研究の推進＞ 

 ・教員が行う研究について、教員活動評価・支援制度の中で、学長による個

人面談での助言や実績に対する評価が行われており、教員の研究活動推進に

貢献している。 

・レフェリー付学術雑誌6への掲載件数や書評を受けた件数等の把握など、客

                                                  
4  チューター：tutor 個人指導教官（教員）。本学でのチューター制は、各指導教員に本学で学ぶ学生を「チ
ューター」として配属し、生活・教育・研究について、個別に指導・助言を行うことを目的とした制度で
ある。 

5  オフィスアワー：office hour 大学教育でいうオフィスアワーとは、教員が学生から授業や研究などに
ついて質問や相談を受けるために、教員と自由に面談できるあらかじめ決められた時間のことをいう。オ
フィスアワー以外の時間は学生と面談しない訳ではなく、学生の指導時間を確保するための方策として取
り入れている大学が多い。 

6  レフェリー付学術雑誌：学術雑誌とは、主として研究者の執筆した論文を掲載する雑誌であり、掲載さ
れる論文の多くは、査読制度によって内容の判断が行われる。査読制度とは、著者にはその名前を伏せて
おく査読者（レフェリー）によって論文の内容について審査を行い、掲載（アクセプト）、修正後に掲載、
再査読、掲載拒否（リジェクト）などの判定を行うものである。 
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観的データを整理し、研究水準の自己検証に努めている。 
 
 ＜研究活動のための研修支援＞ 

 ・教員活動評価・支援制度の一環として、サバティカル制度7を導入した。平

成24年度には1名の教員を対象者として選出し、研究活動のための研修支援
を充実させた。 
 
＜外部研究資金の獲得＞ 

  ・外部研究資金の申請率100％を目指すために教員への働きかけを続け、平
成24年度においては初めて目標を達成するなど、積極的な研究資金の獲得に
努めている。 

 
  ＜三重の看護史＞  

 ・地域交流センター事業として、平成24年度に『三重の看護史』を編さん、
発行した。これは附属看護博物館の創設とあわせ、三重県の看護事業及び日

本の地域看護事業の将来の発展にとって大きな示唆を与えるものとなった。  

 (※「附属看護博物館」については4頁にも記載)  
 

（２）進捗が遅れている主な取組と達成に向けた課題・解決策 
 
各年度の指摘に対して着実に対応されており、現時点で該当なしとする。 
 

（３）中期目標・計画策定後の社会経済状況の変化により見直しが必要となっ
ている事項 

 
   該当なし 
 
（４） 数値目標の進捗状況 
 
（実線は目標値、破線は実績値を表します。） 

※数値目標の達成状況一覧表は19頁に掲載 

 

 

 

 

 

                                                  
7  サバティカル制度：一般的には、研究のために与えられる長期の休暇のことである。三重県立看護大学
では、教員活動評価・支援制度において優秀とされた教員を長期の研修に派遣している。 
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第３ 地域貢献等に関する項目 
 
（１）注目される主な取組とその成果 
＜県内感染管理認定看護師の充足と質の向上＞（再掲P.3） 

 ・平成23年度に「認定看護師教育課程『感染管理』」を開設し、また、成人
看護学領域の専門看護師コース開設に向けて取り組むなど、総合的能力を有

する看護専門職者を育成している。 

 
＜三重の看護史＞（再掲P.9） 

 ・地域交流センター事業として、平成24年度に『三重の看護史』を編さん、
発行した。これは附属看護博物館の創設とあわせ、三重県の看護事業及び日

本の地域看護事業の将来の発展にとって大きな示唆を与えるものとなった。 
(※「附属看護博物館」については4頁にも記載) 
 
＜地域との連携（行政、医療機関等、地域住民等）＞ 

 行政 

・大規模自然災害への対応について相互に協力を図るため、設立団体であ

る三重県との間で「災害対策相互協力協定」を締結した。 

【改善等を期待する点：災害時の地域における大学の機能を具体的かつ明確 

にし、協定内容に基づく体制整備等の更なる検討を期待する。】 

医療機関等 

   ・優れた専門看護師の教育・育成に向けて、県立こころの医療センターと

連携・協力の協定を締結した。また、看護研究力向上支援事業を展開し、

県内医療機関等関係団体との連携を進め、看護職者支援のさまざまな取組

を行った。 

  地域住民等 

・大学行事や地域交流センター事業について、各種媒体を用いて効果的な

広報を行い、地域住民等との積極的な交流を図った。このような交流事業

は全体として非常に活発に行われており、特に公開講座等大学主催の行事

の開催回数、参加者数は法人化以降順調に推移し、平成24年度においては
過去最高を記録した。また、附属図書館の学外利用者も増加しており、学

生・院生・教職員のみならず、県内看護職者、他学の教員や学生、県民の

利便性を高めたことは注目される。 
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（５）その他 
＜法人固有職員の採用＞ 

   専門的な知識を蓄積するためにも、プロパー職員の採用に着手したことは

評価される。法人運営上、計画的な採用の推進が望まれる。 
 
＜適正で透明性の高い業務の運営＞ 

   適正で透明性の高い業務の運営を図るため、今後も引き続きコンプライア

ンス10を徹底し、内部監査を体系的、計画的に実施するなど、県立大学として

県民の信頼確保に努め、説明責任を果たせるよう努力していくことが望まれ

る。 
 
 
Ⅲ 財務内容の改善に関する項目 
 
（１） 注目される主な取組とその成果 
 ＜外部研究資金獲得の促進＞ 

   研究費公募の情報周知や説明会を実施し、平成24年度においては、外部研
究資金申請率100％の目標を達成したことは高く評価できる。 
 
 ≪平成24年度外部研究資金採択状況≫ 

申請区分 申請件数 採択件数      
（獲得金額） 採択率 

新規申請 22件   4 件(8,060千円) 18．1％ 

継続申請 12件    12件(10,513千円) 100．0％ 

計 34件   16件(18,573千円) 47．0％ 

 
＜環境への配慮＞ 

   業務の合理化、簡素化等により経費の抑制を図るともに、ISO14001環境マ

ネジメントシステムを適正に運用して環境保全活動の更なる向上を図り、ISO

活動への学生の積極的な参加を進める取組を行っている。 
 
（２）進捗が遅れている主な取組と達成に向けた課題・解決策 
 
   該当なし 
 
 

                                                  
10  コンプライアンス：遵守、従順。一般的には、「法令を遵守すること」とされているが、それ以外に、
組織規程・マニュアル・組織倫理・社会貢献の遵守などの意味も含まれている。 
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（３）中期目標・計画策定後の社会経済状況の変化により見直しが必要となっ
ている事項 

 
   該当なし 
 
（４）数値目標の進捗状況 
 
   該当なし 
 
（５）その他 
 
    該当なし 
 
 
Ⅳ 自己点検・評価の実施に関する項目～Ⅴ 情報公開等の推進に関する項目 
 
（１）注目される主な取組とその成果 
 
    該当なし 
 
 （２）進捗が遅れている主な取組と達成に向けた課題・解決策 
 
   該当なし 
 
（３）中期目標・計画策定後の社会経済状況の変化により見直しが必要となっ
ている事項 

 
   該当なし 
 
（４）数値目標の進捗状況 
 
   該当なし 
 
（５）その他 
 
    該当なし 
 
 
 
 



  18

Ⅵ その他業務運営に関する重要項目 
 
（１）注目される主な取組とその成果 
  ＜危機管理体制の整備＞ 

  ・学生及び教職員の安全確保のために訓練や研修を行うとともに、設備の充

実を図っている。なお、大規模災害等非常時に使用する機器の整備にも、引

き続き留意されたい。 
 
 （２）進捗が遅れている主な取組と達成に向けた課題・解決策 
 
  該当なし 
 
（３）中期目標・計画策定後の社会経済状況の変化により見直しが必要となっ
ている事項 

 
   該当なし 
 
（４）数値目標の進捗状況 
 
   該当なし 
 
（５）その他 
 
   該当なし
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公立大学法人三重県立看護大学の中期目標期間の   

中間点における総括実施要領 

 

平成２５年６月３日 

三重県公立大学法人評価委員会決定 

 

本実施要領は、公立大学法人三重県立看護大学（以下「法人」という。）の中期目標期

間の中間点における総括（以下「中間総括」という。）について必要な事項を定める。 
 
１ 中間総括の目的 

中間総括は、公立大学法人三重県立看護大学の中期目標期間の中間点（平成 24年度

終了時点）において、中期計画の進捗状況を評価委員会において調査、分析し、その結

果を踏まえ、この間の業務実績を総括することにより、中期目標、中期計画の達成につ

なげることを目的とする。  

また、中間総括は、地方独立行政法人法第３１条に基づき、中期目標終了時における

業務継続の必要性、法人の組織及び業務全般にわたって設立団体の長が行う検討に資す

るとともに、設立団体と法人が次期中期目標・中期計画策定を行う際の参考とするもの

とする。 

 
２ 中間総括の実施方法 

(1) 法人における自己点検 

中間総括にあたっては、法人において中間総括にかかる報告書は作成せず、法人は必

要に応じて評価委員会の求める資料を提出する。 

 

(2)  評価委員会における検証 

評価委員会は、各年度の業務実績に関する評価結果（報告書本体）等に基づき、中期

計画の項目（下記４に記載の項目）ごとに以下の方法により総括を行う。 
各年度の業務実績に関する評価結果（報告書本体）の記述を踏まえ、中期目標に定

める数値目標の達成状況や客観データを活用し、各項目ごとに特筆すべき取組、進捗

が遅れている取組、達成に向けた課題等について検証する。  
なお、教育及び研究に関する項目については、地方独立行政法人法第79条の趣旨を

踏まえ、客観的、外形的な検証を行うものとする。 

 

(3) 検証にあたってのヒアリング等 

検証にあたっては、必要に応じて評価委員会において項目を選定し、法人に対して、

資料の提出、ヒアリング（内容の確認、意見提出）の実施を求めることができるもの

とする。 
また、中期目標に定める数値目標のうち、４年間を通覧して遅れているものについ

ては、法人に対して、今後の見通し、具体的な対応策及び目標の見直し等について記

載した資料の提出を求めることができるものとする。 
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(4)  法人による意見の表明 

中間総括は、評価委員会が既に実施した年度評価等に基づいて実施するが、法人は、

報告書作成の過程で意見を述べることができる。 
 

３ 評価報告書の記載事項 

 ①全体的な状況 

  全体を通じた総合的な評価の記述を行う。 

  その際に、以下の事項について記載する。 

・中期目標、中期計画策定後の法人・大学を取り巻く社会経済状況の変化 

   ・平成 21年度～24年度における中期目標・中期計画の全体的な進捗状況 

   ・各年度の全体的な評価 
   ・各項目（複数項目）に共通する進捗状況（特筆すべき状況）、課題等 

  

②項目ごとの状況 

  中期計画の項目（下記４に記載の項目）ごとに、以下の事項について記載する。 

   ・各年度の評価、意見への対応 
 ・注目される主な取組または評価すべき主な取組とその成果 

   ・特に進捗が遅れている取組と達成に向けた課題、解決策等 

   ・中期目標・中期計画策定後の社会経済状況の変化や５年間の実施状況を踏まえ、

見直しが必要な事項についての提言 

   ・数値目標の平成21年度～24年度の状況 

    各項目に属する数値目標をグラフ等により可視化するとともに、進展している

ものについての評価、遅れているものについての課題抽出を行い、必要に応じ

て目標の見直し等に言及する。 

   ・その他  

 

４ 中間総括を行う中期計画の項目 

中間総括は、以下の中期計画の項目単位で行うこととする。 

１ 教育に関する項目 

２ 研究に関する項目 

３ 地域貢献に関する項目 

４ 業務運営の改善及び効率化に関する項目 

５ 財務内容の改善に関する項目 

６ 自己点検・評価の実施に関する項目 

７ 情報公開等の推進に関する項目 

８ その他業務運営に関する重要項目 

 

 
 


